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日本における悪質クレームの分析

Analysis of Malicious Consumer Complaints in Japan

桐生　正幸＊1

Masayuki KIRIU

　消費者行動において社会的問題となっている悪質クレームについて、心理学の視点から検討した研

究は少ない（桐生，2020）。海外においては、経営やマーケティングに関連する心理学的アプローチ

が見られ、例えば、消費者苦情行動（Consumer complaint behavior ;CCB）（図1）に関するモデル

を提案し、それに基づき適切な企業側の対応に言及するといった研究が散見される（Stephens & 

Gwinner,1998）。しかしながら、消費者行動においては、それぞれの国の文化や社会システム、購買

行動の意識、移民の大小といった要因が関わることから、そのまま海外の知見が日本に適用できると

は考えにくい。日本の消費者心理を踏まえて、悪質なクレーム行動の研究蓄積が必要である。

図１　CCBモデル（Stephens & Gwinner，1998より）

一般消費者による苦情行動

　一般消費者による苦情行動を分析した池内（2010）は、苦情行動の生起メカニズムを欲求不満－攻
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撃仮説に基づいて質問紙調査を行った。その結果、「欠陥商品（サービス）に対する苦情生起傾向」、

「物品・謝罪請求に対する正当化傾向」、「接客対応に対する苦情生起傾向」、「金銭請求に対する正当

化傾向」といった４因子が抽出されている。そして、①苦情経験の有る群は、無い群と比べて商品の

不具合や接客対応の悪さなどの状況で苦情を生じやすく、物品や謝罪、金銭などの請求を正当化しや

すいことを、②自尊感情が高い人ほど、自分の情動を自分で調整できると思っている人ほど、それぞ

れ苦情に対して肯定的な態度をもつ傾向があることを、それぞれ指摘している。

　モンコンノラキット（2003）は消費者の不満足からの回復過程を検討するため、タイ人と日本人と

の自動車購入後の不満足に関する調査を行っている。その結果、日本の消費者において、その不満の

行動発現要因は、マネタリー・ベネフィット、企業イメージ、製品の重要性、交渉力、心理的コスト、

実際的コスト、製品比較のプロセスなどであることを指摘している。一方、田中・西川・澤口・渋谷

（2014）は、クレームを「問題解決を求めている場合の要求・主張」と定義し、クレーム行動の経験

と個人特性との関連について調査を行っている。そして、クレームを伝える能力には、論理的思考力

やコミュニケーションスキルが関与していることを示唆している。

　ただ、これらの研究は一般消費者による苦情行動を分析したものであり、悪質なクレーム行動につ

いて言及したものではない。

接客対担当が経験した悪質クレーム

　桐生（2016）は、日本の大学における講義にて、酒類を提供しないアルバイト先で自ら体験した、

もしくは見聞きしたお客からの苦情状況を自由記述させたもの（89事例）を探索的に分析した。その

結果、①「店に過失有りタイプ」：アルバイト先の店舗などの業務形態、店内の構造、業務上のシス

テムにより生じた過失、アルバイトの手違いや説明不足が苦情発動のトリガーとなっている、②「女

性－不満発散タイプ」：店員が若い、店内の立場が低い、店員が女性である、といった状況が苦情発

動の誘因となる傾向がある、③「男性－被害意識タイプ」：苦情を受けた店員は、苦情行動を行う客を、

悪意のある者、攻撃性が高い者、何らかの劣等感を持つ者、社会的立場の優位性を保ちたい者、といっ

た印象でとらえている、といった３タイプが示唆された。

　そこで、この探索的分析の結果から実際の接客業担当者に対する質問票を作成して、接客時の悪質

なクレーム被害の経験についてWeb調査を実施した。調査対象地域は日本全国であり、調査対象者

は百貨店、スーパー、コンビニエンスストア、衣服･履物小売、食品･飲料小売、各種車両小売、家

庭機具小売、家電･電気器具小売、衣料品･化粧品小売、その他小売、飲食店（酒類の提供なし）の

接客業である。有効回答者は312名（女性179名、男性133名；平均年齢41.1歳）であった。なお、「悪

質なクレーム」を「商品やサービス、性能、補償などに関し、お客・消費者が不満足を表明したもの

のうち、そのお客・消費者が必要以上に攻撃的であったり、感情的な言動をとったりしたもの、また

は悪意が感じられる過度な金品の要求があったもの」と定義し、その行為者を悪質クレーマーとした。

　その結果、クレーマーの属性は、「男性」（57.1%）、「女性」（42.0%）であり、年齢（推定を含む）は、

「50歳代」（26.0%）、「40歳代」（18.6%）、「60歳代」（17.9%）、「30歳代」（17.9%）であった。悪質クレー
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ムの状況は、「1名」（78.2%）で、対面によるクレーム（71.8%）、電話でのクレーム（23.1%）、また

対面の場合「他のお客も居る店舗内」（77.7%）が最も多かった。悪質クレームの発生時間帯は、お昼

前後が多く、クレーム対応に所要した時間は、「1時間未満」（82.8%）が最も多かった。クレームのきっ

かけとなった具合的な理由としては、「店側の対応ミス、悪さ」（オーナーの態度が悪い、レジの打ち

間違いなど）、「お客の勘違い」（千円札のみの両替機に誤って1万円札を入れたことを店のせいにした、

など）、クレーマーの要求としては、「不手際などに対する謝罪の要求」が最も多かった。

タイプの検討

　次に、多重対応分析を行った結果、「謝罪要求―現金要求」、「男性クレーマー―女性クレーマー」

とそれぞれ解釈が出来る軸が見いだされた。「男性クレーマー」と「女性の対応者」との関連が、「女

性クレーマー」と「男性の対応者」との関連が、また「商品欠陥や販売システムの不備」と「金品要

求」との関連が、「接客対応のミス」と「謝罪要求」との関連が、それぞれうかがわれた。そこで苦

情原因と苦情要求との独立性の検定を行ったところ統計的な有意差が認められ、接客担当者の対応ミ

スは謝罪を、商品の欠陥は金品の要求をもたらすことが予測された（桐生・入山、2019）。＊２

　以上、これら研究は悪質なクレームを受けた接客担当者への調査であり、悪質なクレームを実行し

た者への調査ではない。そのため、それら分析結果から得られた傾向やタイプを示しても、悪質なク

レームの実態を反映しているかどうかは明らかではない。そこで本研究では、悪質なクレームの行為

経験者に対して調査を行い、先行研究からの知見と比較しながら、その実態について検討を進めるも

のである。

目　的

　消費者として悪質なクレーム行動の経験がある者に対し、その経験内容などについてWeb調査に

よる質問紙調査を実施し、悪質なクレームの特質を明らかにすることを目的とする。なお本研究にお

いては、悪質クレーム経験者の属性や態度について報告する。

方　法

手続き

　Web調査法にて調査を実施した。「クレームの経験に関する調査」と題し、2020年３月24日（火）

から同年３月25日（水）の間、インターネットリサーチを専門とする株式会社マクロミルにより実施

した。

　日本全国47都道府県の各世代2060名（女性1096名、男性964名）に対し調査を行い、そのうち悪質

なクレーム行動を行った経験が有ると回答したのが924名（平均年齢46.4歳；女性445名、男性479名；

全回答者の44.9%）を分析対象者とした。
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質問内容

　まず、回答者全員に属性（性別、年齢、居住地エリア、家族構成、年収、職業など）の回答を求め

た。次に、心理学的側面（攻撃性、自己認知、性格）に関する質問を、既存の心理尺度の質問項目を

用いて質問構成し回答を求めた。なお、この心理学的側面に関する質問については、現在分析中であ

る為に分析結果は報告を割愛する。

　以上の回答を終えた後、悪質なクレームに関する質問への回答を求めた。教示内容は、次のとおり

である。

　この調査は、あなたがこれまでに行った、最も印象に残っている「消費者による悪質なクレーム」

についてお尋ねするものです。調査結果は、人間のクレーム行動を分析、検討を行うものです。この

調査では、「クレーム」を次のように定義しています。「クレーム」とは、商品やサービス、性能、補

償などに関し、お客・消費者が不満足を表明したもののうち、そのお客・消費者が必要以上に攻撃的

であったり、感情的な言動をとったりしたもの、または悪意が感じられる過度な金品の要求があった

もの、とします。例えば、「来店した男性客が店員の応対に、馬鹿にしているのか、と急に怒り出し、

しばらく苦情を言い続けていった」、「購入していった商品の不備に対し、新たな商品に取り換えを要

求し、加えて商品価格以上の賠償金も求めてきた」、といった内容となります。この調査に対する回

答は、すべて数値化され、回答者の個人情報が特定されることはありません。数値化されたデータを

統計解析した結果を、関連する学会などにて報告する予定です。ご協力、よろしくお願いいたします。

　以下、各質問内容に対し、「あなたが最も印象に残っているクレーム」について、それぞれ回答を

求めた。それら内容は、「クレーム行動の経験の有無」、「クレーム行動の対象業種」、「クレーム行動

の理由」、「クレーム時の状況、場所」、「対応者の推定年齢」、「対応者の態度」、「対応者の地位、役職」、

「対応者の性別」、「クレーム時の言動」、「クレームの所要時間」、「店舗、企業側の対応」、「心身の状

態の変化」、「クレームが発生する理由について自由回答」である。主なデータ解析は、JMP Pro14（SAS 

Institute Japan株式会社）などを用いて行った。

倫理的配慮

　このWeb調査では、悪質なクレーム行動を行った経験の有無は回答者の自由意志にて判断し回答

を行って良いこと、回答しなくても不利益を受けることは無いこと、結果はすべて数値化され回答者

の個人情報が特定されることはないことが、事前に説明されている。

結果と考察

　各属性とクレームの有無との関係は、表1のとおりである。

　各属性において、独立性の検定を行ったところ、全てにおいて有意差が見られた（性別、年齢、結
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婚の有無、職業： p<.001、年収：p<.01）。悪質なクレーム

経験が有ると回答したのは、年齢では45歳から59歳が、年

収では1000万円台が、職業では経営者・役員、自営業、会

社員（その他）が、それぞれ多い。Fisherの正確検定から、

男性、子ども有りが、それぞれ悪質なクレーム経験が無い

よりも有る割合が大きい。また、未婚は悪質なクレーム経

験が有るよりも無い割合が大きい。

　次に、クレームの理由（複数回答）としては、「店員な

ど店側の対応ミス」（333名）が最も多く、次が「商品の欠

陥」（327名）であった。女性の方が、男性と比べ「店員の

態度の悪さ」により多くクレームの理由として回答してい

た（χ２=7.386, df=1, p<.01）。

　どのような話し方をしたか（複数回答）、に対し、「大声

を上げる時があった」（63名）、「淡々と静かに話した」（629

名）、「理詰めに話を進めた」（309名）、「相手側の揚げ足を

取る時があった」（30名）、「一方的に話しをしていた」（69

名）、「お店や担当者に対し罵詈雑言があった」（11名）、「攻

撃的な話し方や言葉があった」（71名）、「威圧的に話をし

ていた」（45名）であった。男性の方が、女性と比べ「大

声を上げる」（χ２=9.042, df=1, p<.005）、「攻撃的な話し方」

（χ２=12.761, df=1, p<.001）を、それぞれ、より多く選

択していた。

　以上より、この悪質なクレームの経験者の属性や態度か

ら、悪質なクレーム被害者への調査（桐生、2016）と同様

の傾向があることがうかがわれた。すなわち、悪質なクレー

マーの特徴として、性差による理由と態度との関連性があ

るのではないか、ということが示唆されたといえよう。今

後、同データを用いて多変量解析などの詳細な分析を行い、

タイプと特質を分析し、また心理的側面からの検討を行っ

ていきたい。

利益相反

　本論文に関して、開示すべき利益相反関連事項は無い。

表１　悪質クレーム経験の有無と属性
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脚注
＊1 　本研究は、科学研究費助成事業「挑戦的萌芽研究（研究課題16K13463）：悪質クレームの分析と対策」に

よる研究の一部である。
＊２ 　なお、著者も参加している、経験豊富な企業の消費者窓口担当者との研究会において、メンバーの経験に

基づき、KJ法などを用いて苦情者の分類と対応案を検討している（天野、2020）。その結果、業種や企業によっ
て悪質クレームの判断基準が異なること、業種や企業によって対応マニュアルも異なること、業種や企業が
別であっても類似する悪質クレームがあり共通の対応が可能であること、などを指摘したうえで、苦情行動を、

「思い込み・勘違いタイプ」、「歪んだ正義感タイプ」、「ストレス発散タイプ」、「攻撃的タイプ」、「執着の強い
タイプ」の５つに分類し、各タイプにおける対応案を提案している。
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【Abstract】

Analysis of Malicious Consumer Complaints in Japan

Masayuki KIRIU

　There are only a few studies on consumers’ malicious complaint behavior in Japan, making the 

actual situation unclear. The present study aims to fill this research gap using a questionnaire 

survey method.

　The survey was commissioned to an internet research company from March 24 to March 25, 

2020. Individuals （N=2060）, from various generations in Japan, responded to Attribute questions 

（gender, age, area of residence, family structure, annual income, occupation, etc.） and provided 

details of their complaints. Of them, those who disclosed that they had made malicious complaints 

（n=924; mean age=46.4 years） were included in the study.

　Results from an independence test indicated that there was a significant difference between the 

demographic attributes of participants. It was estimated that most of the participants who made 

malicious complaints were （1） between the ages of 45–59, （2） had an annual income in the 

10-million-yen range, and （3） had occupations such as managers, company directors, or were self-

employed. The most common reasons for complaints were “clerk error” （n=333）, followed by 

“product defect” （n=327）. Females selected “poor attitude of store clerk” more often than males 

（p<.01）. In terms of complaint attitudes, males selected “shouting” （p<.005） and “speaking 

aggressively” （p<.001） more often than females.

　 These results reveal the characteristics of malicious complaints in Japan, and highlights the 

relationship between gender and attitude. Future research should be directed toward analyzing 

the types and characteristics of malicious complaints using multivariate analysis and to 

investigate psychological factors.


